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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期
第３四半期
連結累計期間

第27期
第３四半期
連結累計期間

第26期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （百万円） 406,035 400,852 551,592

経常利益 （百万円） 9,383 10,046 14,284

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（百万円） 6,506 6,628 9,694

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 6,638 6,543 9,846

純資産額 （百万円） 26,822 32,946 29,389

総資産額 （百万円） 87,490 155,568 75,282

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 115.57 118.93 172.62

自己資本比率 （％） 30.4 21.2 39.0

 

回次
第26期
第３四半期
連結会計期間

第27期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 44.91 48.92

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第27期第３四半期連結会計期間において、株式会社クオカードの全株式を取得し、同社を連結の範囲に含めた

ことにより、総資産額が大幅に増加しております。

 

 

２【事業の内容】

当社グループは、当第３四半期連結累計期間において、当社、連結子会社４社（㈱クオカード、日本ワムネット

㈱、他２社）および持分法適用関連会社３社（以下「当社グループ」という。）により構成されており、コン

シューマ向けの携帯電話等の販売を軸とするモバイル事業、法人向けの携帯電話の販売や光回線サービスなどの販

売・契約取次を行うソリューション事業およびPINやギフトカード等を販売する決済サービス事業他を柱としており

ます。

当第３四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりでありま

す。

（１）モバイル事業

主要な関係会社の異動はありません。

 

（２）ソリューション事業

主要な関係会社の異動はありません。

 

（３）決済サービス事業他

当社は、平成29年12月１日付にて、株式会社クオカードの全株式を取得し連結子会社化いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変

更があった事項は、次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　

事業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

（３）業界における競合について

当社グループの主な事業分野である携帯電話等販売市場では、携帯電話の契約数が人口を上回り、各事業者間に

おける顧客獲得競争は恒常化してきております。また、当社グループを含めた販売代理店間における競争も、継続

するものと考えており、競争優位性を確保できない場合には、当社グループの業績は競合による利益率の低下等の

要因により影響を受ける可能性があります。加えて、決済サービス事業他では、他の決済手段との競合状況によ

り、当社グループの業績も影響を受ける可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成29年10月30日付の取締役会において、株式会社クオカードの全株式をSCSK株式会社から譲り受ける

ことを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、平成29年12月１日付にて全株式を取得いたしました。詳細は、

「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成29年４～12月）におけるわが国経済は、政府の経済政策、日銀の金融緩和策

の継続等を背景に、雇用・所得環境の改善が進む中、個人消費に持ち直しの動きが見られ、緩やかな回復基調で

推移しております。一方、米国の政策動向やアジア諸国の経済情勢、地政学的リスクの高まり等から、今後の景

気については、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの主な事業分野である携帯電話等販売市場では、通信事業者による新料金プランの提供、サブブ

ランドやMVNO（仮想移動体通信事業者）の普及により、お客様の選択肢が広がりました。

このような事業環境下、当社グループの携帯電話等販売台数は、332万台と前年同期を上回り、スマートデバ

イスの販売比率は８割を超えております。

当社の生産性向上のため変形労働制を活用するとともに、店舗においては定休日や年末年始における休業日の

設定、営業時間の短縮等、「働き方改革」の取り組みを継続し、ESや定着率の向上を図りました。さらに、各事

業セグメントにおいて引き続き新たな収益基盤の構築に努めました。

当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績につきましては、売上高4,008億52百万円（前年同期

比1.3％減）、営業利益99億83百万円（同6.7％増）、経常利益100億46百万円（同7.1％増）、親会社株主に帰属

する四半期純利益66億28百万円（同1.9％増）となりました。

当第３四半期連結累計期間におけるセグメントごとの業績は次のとおりであります。

 

（モバイル事業）

モバイル事業においては、魅力的な新機種の発売や新たな料金プランと廉価版端末等の提供もあり、買い替え

需要が促進されました。さらに、通信事業者のサブブランドやMVNO等の端末販売も含め堅調に推移し、販売台数

は前年同期を上回りました。

また、スマートデバイスの販売とともに、光回線をはじめとした各種サービスやセキュリティ関連のコンテン

ツ、アクセサリー等のスマートフォン関連商材も提供するなど、付加価値提案力を高め、収益性向上に取り組み

ました。一方で、移転・改装等のキャリアショップの強化等、店舗への投資を積極的に実施いたしました。さら

に、正社員化の促進、人財の採用や販売スタッフの教育・研修等、将来を見据えた人財投資も推進いたしまし

た。

この結果、売上高は3,441億28百万円（前年同期比0.9％増）、営業利益は76億49百万円（同8.0％増）となり

ました。
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（ソリューション事業）

法人向けモバイルソリューションにおいては、企業の景況感が改善傾向にあり、業務効率化のためスマートデ

バイスを導入する需要が本格化しております。このような事業環境下、スマートデバイスの導入・活用方法を積

極的に提案し、前年同期に比べ端末販売台数は増加いたしました。さらに、ソリューションサービスの受注も増

加しており、グループ会社との連携の下、体制強化に努めてきたヘルプデスクは、サービス単体での受注も含め

て、今後も拡大が見込まれます。また、教育業界等特定の業界に向けて、各企業のニーズに即したソリューショ

ンサービスを推進いたしました。

固定回線系商材においては、独自ブランドの光アクセスサービス「TG光」の新たなパートナー企業の発掘や既

存再卸先の育成等、販売力の強化に取り組み、法人顧客の累計回線数は着実に増加しております。また、サービ

ス内容やサポート体制の拡充等、将来的な投資も引き続き実施いたしました。

この結果、売上高は176億19百万円（前年同期比11.3％増）、営業利益は14億６百万円（同12.5％増）となり

ました。

 

（決済サービス事業他）

決済サービス事業においては、券面額を売上高とする電子マネー系商材から、受取手数料のみを売上高として

計上するギフトカードへと商品構成の変化が継続していることに加え、コンビニエンスストア等の既存販路の再

編による影響もあり、前年同期比で取扱高が減少いたしました。

また、平成29年12月１日付にて、株式会社クオカードの全株式を取得し子会社化いたしました。今後は、両社

の保有する顧客基盤や事業ノウハウを合わせ、高いユーザー認知度を有する現行「QUOカード」の一層の発行拡

大と「デジタル版QUOカード」の創出を目指してまいります。

海外での決済サービス事業においては、シンガポールでのギフトカード事業およびハウスカード事業が堅調に

推移しております。また、その他の東南アジア地域においては、マレーシアに続き、タイへも進出し、ハウス

カード事業の展開を進めました。

この結果、売上高は391億４百万円（前年同期比20.2％減）、営業利益は９億27百万円（同9.8％減）となりま

した。

 

（２）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 79,074,000 79,074,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 79,074,000 79,074,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 79,074,000 － 3,154 － 5,640

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　23,345,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　55,725,000 557,250

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 普通株式　　 　3,300 － －

発行済株式総数 79,074,000 － －

総株主の議決権 － 557,250 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

㈱ティーガイア
東京都渋谷区恵比寿

四丁目1番18号
23,345,700 － 23,345,700 29.52

計 － 23,345,700 － 23,345,700 29.52

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,901 10,000

受取手形及び売掛金 ※１ 12,867 ※１ 13,703

営業投資有価証券 － 3,066

商品 34,218 43,514

貯蔵品 80 94

未収入金 ※１ 10,399 ※１ 15,566

差入保証金 － 52,522

その他 2,177 2,702

貸倒引当金 △4 △6

流動資産合計 61,641 141,165

固定資産   

有形固定資産 3,321 3,356

無形固定資産   

のれん 1,847 2,359

その他 1,233 1,346

無形固定資産合計 3,081 3,706

投資その他の資産   

敷金 4,342 4,386

その他 2,913 2,959

貸倒引当金 △17 △4

投資その他の資産合計 7,238 7,341

固定資産合計 13,641 14,403

資産合計 75,282 155,568

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 7,915 ※１ 8,040

短期借入金 8,332 33

1年内返済予定の長期借入金 5,503 4,628

未払金 ※１ 8,446 ※１ 16,755

未払法人税等 1,845 1,256

賞与引当金 1,747 1,084

短期解約損失引当金 164 114

カード預り金 － 81,342

その他 491 1,233

流動負債合計 34,446 114,488

固定負債   

長期借入金 9,244 5,773

退職給付に係る負債 374 367

資産除去債務 1,388 1,489

その他 439 503

固定負債合計 11,446 8,133

負債合計 45,892 122,622
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,154 3,154

資本剰余金 5,177 5,177

利益剰余金 42,232 45,878

自己株式 △21,526 △21,526

株主資本合計 29,037 32,684

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 321 233

為替換算調整勘定 6 7

退職給付に係る調整累計額 － △4

その他の包括利益累計額合計 327 235

非支配株主持分 24 26

純資産合計 29,389 32,946

負債純資産合計 75,282 155,568
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 406,035 400,852

売上原価 361,670 354,863

売上総利益 44,365 45,989

販売費及び一般管理費 ※ 35,006 ※ 36,005

営業利益 9,358 9,983

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 5 7

持分法による投資利益 23 33

受取保険料 18 22

その他 39 44

営業外収益合計 89 107

営業外費用   

支払利息 48 33

その他 15 11

営業外費用合計 64 44

経常利益 9,383 10,046

特別利益   

固定資産売却益 2 4

投資有価証券売却益 118 －

子会社株式売却益 41 －

特別利益合計 162 4

特別損失   

固定資産除却損 28 18

固定資産売却損 0 9

特別損失合計 28 28

税金等調整前四半期純利益 9,517 10,023

法人税、住民税及び事業税 2,454 2,861

法人税等調整額 498 526

法人税等合計 2,953 3,388

四半期純利益 6,564 6,635

非支配株主に帰属する四半期純利益 58 6

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,506 6,628

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 6,564 6,635

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 205 △88

為替換算調整勘定 △131 1

退職給付に係る調整額 － △4

その他の包括利益合計 73 △91

四半期包括利益 6,638 6,543

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,580 6,536

非支配株主に係る四半期包括利益 58 6
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間に株式会社クオカードの全株式を取得したことにより、子会社に該当することと

なったため、同社を連結の範囲に含めております。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

① 第１四半期連結会計期間にＰＣテクノロジー株式会社の株式を取得したことにより、関連会社に該当す

ることとなったため、同社を持分法適用の範囲に含めております。

② 当第３四半期連結会計期間にVALUEDESIGN SINGAPORE PTE.LTD.の株式を取得したことにより、関連会社

に該当することとなったため、同社を持分法適用の範囲に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１.営業債権債務の相殺表示

　金融資産と金融負債のうち、同一の相手先に対する金銭債権と金銭債務であり、相殺が法的に有効で当社

が相殺する能力を有し、当社が相殺して決済する意思を有するという全ての要件を満たす場合には、四半期

連結貸借対照表において相殺して表示しております。

　相殺表示が行われる前の金額は、当四半期連結会計期間末では、受取手形及び売掛金66,356百万円、未収

入金39,847百万円、買掛金60,994百万円、未払金40,733百万円、前連結会計年度末では、受取手形及び売掛

金64,139百万円、未収入金30,960百万円、買掛金58,557百万円、未払金29,636百万円であります。

２.当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

当座貸越極度額 1,500百万円 3,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 1,500 3,500

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年12月31日）

役員報酬 184百万円 169百万円

従業員給料 6,778 10,355

臨時勤務者給与 5,892 1,879

賞与引当金繰入額 1,006 1,049

派遣人件費 3,447 4,319

運賃 236 250

その他の販売費 2,665 2,643

不動産賃借料 3,445 3,574

減価償却費 1,076 1,140

のれん償却額 496 401

業務委託費 519 615

その他 9,256 9,606
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 1,170百万円 1,238百万円

のれんの償却額 496 401

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,547 22.50 平成28年３月31日 平成28年６月23日 利益剰余金

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 1,448 26.00 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金

 

２．基準日が第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年２月22日開催の取締役会決議に基づく自己株式の公開買付けにより、平成28年４月13日

付で自己株式13,045,400株を取得いたしました。この結果、第１四半期連結累計期間において自己株式が

12,771百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が21,526百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日

定時株主総会
普通株式 1,448 26.00 平成29年３月31日 平成29年６月22日 利益剰余金

平成29年10月30日

取締役会
普通株式 1,532 27.50 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他 合計

売上高 341,211 15,833 48,990 406,035

セグメント利益

（営業利益）
7,080 1,250 1,028 9,358

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書の営業利益は一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他 合計

売上高 344,128 17,619 39,104 400,852

セグメント利益

（営業利益）
7,649 1,406 927 9,983

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の増加による資産の著しい増加）

当第３四半期連結会計期間に株式会社クオカードの全株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたこと

から、前連結会計年度の末日に比べ、「決済サービス事業他」セグメントの資産が大きく増加しており

ます。当該事象による同報告セグメントの資産の増加額は、66,845百万円であります。

 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書の営業利益は一致しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

当第３四半期連結会計期間に株式会社クオカードの全株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたこと

から、「決済サービス事業他」セグメントにおいてのれんが発生しております。当該事象によるのれん

の増加額は、913百万円となります。なお、のれんの金額は取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　株式会社クオカード

事業の内容　　　　　　カード（プリペイド式等）の発行・精算業務

カード及びカード関連機器の販売並びに保守業務

（2）企業結合を行った主な理由

当社はコンビニエンスストアにてプリペイド式携帯電話及びプリペイドカードの販売を開始したことを

契機に、PINを活用したプリペイド式電子マネーの販売やギフトカードの販売等、決済サービスのディス

トリビュータ事業を拡大してまいりました。

この決済サービス事業を携帯電話等販売事業に次ぐ中核事業と位置付けており、本件株式取得を通じ、

当社の決済サービスに係るノウハウと株式会社クオカードの有する顧客基盤とを合わせることで、「QUO

カード」の更なる発行拡大と、コンビニエンスストアを中心とした店舗でのデジタル決済への対応によ

り、当該事業分野へ更なる拡大を図ることを目的としております。

 

（3）企業結合日

平成29年12月１日（株式取得日）

平成29年12月31日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

（5）結合後企業の名称

名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100%

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得し、連結子会社化したことによるものであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成29年12月31日をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており、当第３四半期連結

累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　（現金）  22,500百万円

取得原価  22,500百万円

 

４．重要な取得関連費用、内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　　 52百万円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

913百万円

なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、

暫定的に算定された金額であります。

（2）発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 115円57銭 118円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
6,506 6,628

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
6,506 6,628

普通株式の期中平均株式数（株） 56,297,497 55,728,204

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

EDINET提出書類

株式会社ティーガイア(E05392)

四半期報告書

15/18



２【その他】

平成29年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・1,532百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・27円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成29年12月４日

（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

 平成30年２月６日
 

株 式 会 社 テ ィ ー ガ イ ア
 

　　　取　締　役　会　御　中  
 
 
 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  
 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川島　繁雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福士　直和　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ティー

ガイアの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティーガイア及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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